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第１ 監査の概要 

 

１ 監査テーマ 

高額機器の管理及び活用状況について 

 

２ 監査の目的 

 県では、多様な県民ニーズに応えるため、医療用機器や試験検査機器、事務

用機器など各種機器を導入し、幅広い行政需要に対応している。 
 地方公共団体にバランスシートの作成を含む新たな公会計の導入が進む中、

保有資産に関する情報を正確に把握し、記録管理することの必要性が高まって

いる。また、厳しい財政状況が続いており、高額な機器の適正な管理や一層の

有効利用が求められる。 
 県が保管する物品の取得、管理及び処分等の状況については、定期監査にお

いても監査を行っており、物品の調達や管理方法に適正を欠く事例が見受けら

れる。 
 こうしたことから、県が保管する高額機器の適正管理及び有効利用に資する

ため、管理及び活用の状況について監査を実施する。 
 

３ 監査対象機器の選定 

 平成２２年９月１日現在で保管している機器のうち、購入によるものにあっ

ては取得価格が１,０００万円以上のもの、賃貸借によるものにあっては平成

２２年度分の契約額が２００万円以上のものを監査対象として選定した。監査

対象機器数は９１４品となった。 

 なお、機器とは、機械、器械、器具の総称であり、美術品、標本、動物、自

動車、机及びこれらに類する物品は除いた。 

 

４ 監査対象機関 

 前記３で選定した監査対象機器を保管する機関を対象とし、監査に当たり別

添の行政監査調査票への記入を依頼するとともに、必要に応じて実地調査を行

った。監査対象課所は１６部局１４０課所となった。 

 なお、部局別機器数及び金額並びに課所別機器数は、表－１、表－２のとお

りである。 

 

５ 監査の着眼点 

 次の着眼点に基づき監査を行った。 
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（１）選定及び導入方法は適切か。 

  ア 導入の目的及び必要性は十分に検討されているか。 

  イ 機種の選定は適切に行われているか。 

  ウ 導入方法はどのように検討されたか。 

（２）利用状況はどうか。 

  ア 利用計画に照らして、使用頻度の少ないものはないか。 

  イ 未稼働、遊休となっているものはないか。 

（３）導入目的は達成されているか。 

  ア 事業を推進する上での効果はどうか。 

  イ 事務の効率化が図られているか。 

  ウ 県民サービスの向上に寄与しているか。 

（４）適正に管理されているか。 

  ア 財務規則に基づく適切な管理が行われているか。 

  イ 保管状況は適切か。 

  ウ 点検、整備は適切に行われているか。 
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部 局 別 機 器 数 及 び 金 額  
        

表 － １ 

         
       （単 位 ：品 、千 円 ） 

部   局   名  数 量  取 得 価 格  購 入  

１千 万 円  

以 上 ～  

２千 万 円  

未 満  

２千 万 円  

以 上 ～  

５千 万 円  

未 満  

５千 万 円  

以 上  

賃 貸 借  

契 約 金 額  
賃 借  

２百 万 円  

以 上 ～  

４百 万 円  

未 満  

４百 万 円  

以 上 ～  

１千 万 円  

未 満  

１千 万 円  

以 上  

  品  千 円  品  品  品  品  千 円  品  品  品  品  
企 画 財 政 部  23 27,884 1 0 1 0 692,497 22 6 7 9 

総 務 部  19 158,428 6 5 0 1 586,532 13 2 4 7 
県 民 生 活 部  24 292,869 22 21 1 0 18,979 2 0 1 1 
環 境 部  36 679,989 35 25 10 0 37,191 1 0 0 1 
福 祉 部  27 777,019 24 13 6 5 15,935 3 1 2 0 
保 健 医 療 部  18 247,573 9 2 6 1 35,095 9 6 3 0 
産 業 労 働 部  112 4 ,276,397 105 60 34 11 47,149 7 4 2 1 
農 林 部  15 238,697 14 11 3 0 2 ,228 1 1 0 0 
県 土 整 備 部  14 284,822 9 2 7 0 73,750 5 0 1 4 
都 市 整 備 部  5 61,392 4 4 0 0 4 ,309 1 0 1 0 
企 業 局  17 304,491 17 14 3 0 0 0 0 0 0 
病 院 局  282 10,268,762 276 129 108 39 50,078 6 0 5 1 
下 水 道 局  3 28,434 2 2 0 0 2 ,154 1 1 0 0 
議 会 事 務 局  1 12,901 1 1 0 0 0 0 0 0 0 
教 育 局 （県 立 学 校 を 除 く） 42 1 ,319,660 20 9 6 5 803,751 22 2 2 18 
県 立 学 校  180 2 ,481,338 172 155 16 1 78,383 8 1 3 4 
警 察 本 部  96 216,272 10 8 1 1 3 ,143,943 86 22 24 40 

合    計  914 21,676,928 727 461 202 64 5 ,591,974 187 46 55 86 
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課 所 別 機 器 数  

 
表 － ２ 

    
（単 位    品 ） 

 
  課 所 名 購   入 賃 貸 借 

 
1 財政課  1 

 
2 情報企画課  4 

 
3 システム管理課 1 17 

 
3 企画財政部合計 1 22 

 
1 文書課 5 1 

 
2 総務事務センター  4 

 
3 税務課  5 

 
4 入札企画課  2 

 
5 入札審査課  1 

 
6 県営競技事務所 1  

 
6 総務部合計 6 13 

 
1 広聴広報課  1 

 
2 ＮＰＯ活動推進課 3  

 
3 文化振興課 15  

 
4 男女共同参画推進センター  1 

 
5 消費生活支援センター 4  

 
5 県民生活部合計 22 2 

 
1 大気環境課  1 

 
2 環境科学国際センター 35  

 
2 環境部合計 35 1 

 
1 社会福祉課  2 

 
2 こども安全課  1 

 
3 総合リハビリテーションセンター 24  

 
3 福祉部合計 24 3 

 
1 健康づくり支援課 1  

 
2 食品安全課  1 

 
3 衛生研究所 8 8 

 
3 保健医療部合計 9 9 

 
1 産業拠点整備課 12 3 

 
2 計量検定所 1  

 
3 産業技術総合センター 58  

 
4 産業技術総合センター 北部研究所 5  

 
5 中央高等技術専門校 12 1 

 
6 川口高等技術専門校 7  

 
7 川越高等技術専門校 3 2 

 
8 熊谷高等技術専門校 5 1 

 
9 春日部高等技術専門校 1  
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  課 所 名 購   入 賃 貸 借 

 
10 職業能力開発センター 1  

 
10 産業労働部合計 105 7 

 
1 生産振興課 1  

 
2 農村整備課  1 

 
3 秩父農林振興センター 1  

 
4 農林総合振興センター 2  

 
5 農林総合振興センター水田農業研究所 2  

 
6 農林総合振興センター園芸研究所 6  

 
7 川越家畜保健衛星所 1  

 
8 熊谷家畜保健衛星所 1  

 
8 農林部合計 14 1 

 
1 建設管理課  5 

 
2 道路環境課 1  

 
3 朝霞県土整備事務所 1  

 
4 北本県土整備事務所 1  

 
5 川越県土整備事務所 1  

 
6 飯能県土整備事務所 1  

 
7 秩父県土整備事務所 3  

 
8 越谷県土整備事務所 1  

 
8 県土整備部合計 9 5 

 
1 都市整備政策課 4  

 
2 建築安全課  1 

 
2 都市整備部合計 4 1 

 
1 財務課 1  

 
2 大久保浄水場 1  

 
3 庄和浄水場 1  

 
4 新三郷浄水場 3  

 
5 吉見浄水場 1  

 
6 水質管理センター 10  

 
6 企業局合計 17  

 
1 循環器・呼吸器病センター 90 1 

 
2 がんセンター 101 3 

 
3 小児医療センター 78 2 

 
4 精神医療センター 7  

 
4 病院局合計 276 6 

 
1 下水道管理課  1 

 
2 荒川左岸北部下水道事務所 2  

 
2 下水道局合計 2 1 

 
1 総務課 1  

 
1 議会事務局合計 1  

 
1 総務課  2 



6 
 

 
 課 所 名 購   入 賃 貸 借 
2 県立学校人事課  2 

 
3 高校教育指導課  13 

 
4 特別支援教育課  1 

 
5 生涯学習文化財課 14  

 
6 総合教育センター深谷支所  2 

 
7 浦和図書館  1 

 
8 久喜図書館 2  

 
9 文書館 3  

 
10 小川げんきプラザ  1 

 
11 大滝げんきプラザ 1  

 
11 教育局合計（県立高校を除く） 20 22 

 
1 いずみ高校 4  

 
2 入間向陽高校 1  

 
3 岩槻高校 1  

 
4 岩槻商業高校 2  

 
5 浦和北高校 1  

 
6 浦和工業高校 12  

 
7 浦和商業高校 1  

 
8 大宮工業高校 7  

 
9 大宮商業高校 2  

 
10 大宮南高校 1  

 
11 春日部工業高校 7  

 
12 川口工業高校 9  

 
13 川越工業高校 7  

 
14 久喜工業高校 7 1 

 
15 久喜北陽高校 3  

 
16 熊谷工業高校 10  

 
17 熊谷商業高校 2  

 
18 熊谷農業高校 6  

 
19 芸術総合高校  1 

 
20 鴻巣女子高校 2  

 
21 越谷総合技術高校 4  

 
22 越谷南高校 2  

 
23 児玉白楊高校 8  

 
24 幸手商業高校 2  

 
25 狭山経済高校 3  

 
26 狭山工業高校 9  

 
27 進修館高校 7  

 
28 杉戸農業高校 1  

 
29 玉川工業高校 7 1 

 
30 秩父農工科学高校 18 1 
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 課 所 名 購   入 賃 貸 借 

 
32 所沢商業高校 2  

 
33 戸田翔陽高校  1 

 
34 滑川総合高校  1 

 
35 南稜高校 1  

 
36 新座総合技術高校 6  

 
37 羽生実業高校 3  

 
38 深谷商業高校 2  

 
39 福岡高校 1  

 
40 富士見高校 1  

 
41 三郷工業技術高校 3 1 

 
42 妻沼高校 1  

 
43 八潮南高校 1  

 
44 和光国際高校 1  

 
45 蕨高校 1  

 
46 越谷特別支援学校 1  

 
47 さいたま桜高等学園 1  

 
48 塙保己一学園  1 

 
48 県立学校合計 172 8 

 
1 文書課  1 

 
2 情報管理課  31 

 
3 会計課  3 

 
4 施設課  1 

 
5 地域課 1 3 

 
6 通信指令課 1 13 

 
7 自動車警ら隊  1 

 
8 刑事総務課  3 

 
9 捜査第三課  1 

 
10 鑑識課 1 1 

 
11 科学捜査研究所 3 7 

 
12 組織犯罪対策課  1 

 
13 交通指導課 3 3 

 
14 交通捜査課 1 2 

 
15 交通規制課  4 

 
16 運転免許課  8 

 
17 運転免許試験課  2 

 
18 災害対策課  1 

 
18 警察本部合計 10 86 

 
140 総  合  計 727 187 
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第２ 監査結果 

 

１ 機器管理等の概要 

 

（１）監査対象機器の状況について 

 

 監査基準日における県が保管している機器は、購入価格１,０００万円以

上の機器が７２７品、賃貸借契約額２００万円以上の機器が１８７品であっ

た。監査対象機器は、購入、賃貸借合計９１４品である。 

 金額別にみると、購入機器（監査対象機器に限る。以下同じ。取得価格合

計２１６億７,６９２万８千円）では、購入金額１,０００万円以上 

２,０００万円未満の機器が４６１品（購入機器に占める割合６３.４％）、

２,０００万円以上５,０００万円未満の機器が２０２品（同２７.８％）、

５,０００万円以上の機器が６４品（同８.８％）となっている。 

 また、賃貸借機器（監査対象機器に限る。以下同じ。平成２２年度使用料

合計５５億９,１９７万４千円）では、平成２２年度分の契約額２００万円

以上４００万円未満の機器が４６品（賃貸借機器に占める割合２４.６％）、

４００万円以上１,０００万円未満の機器が５５品（同２９.４％）、 

１,０００万円以上の機器が８６品（同４６.０％）となっている。 

 部局別にみると、購入機器及び賃貸借機器の品数では病院局が２８２品

（３０.９％）と最も多く、次いで教育局（県立学校を含む。）２２２品 

（２４.３％）、産業労働部が１１２品（１２.３％）で、この３部局で全体

の約７０％を保管している。 

 

（２）行政監査調査票の集計結果について 

 

  ア 年度別導入件数及び金額 

 導入年度を「昭和６３年度以前」、「平成元年度から平成１０年度」、

「平成１１年度から平成１７年度」、「平成１８年度以降」に区分し、件

数及び金額を集計した。購入機器では、「昭和６３年度以前」が６９品（購

入機器に占める割合９.５％）、１３億３,４０１万１千円（同６.２％）、

「平成元年度から平成１０年度」２７５品（同３７.８％）、７５億 

９,８３４万４千円（同３５.０％）、「平成１１年度から平成１７年度」

２２３品（同３０.７％）、８６億９,３８７万６千円（同４０.１％）、

「平成１８年度以降」１６０品（同２２.０％）、４０億５,０６９万７千
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円（同１８.７％）となっている。 

 また、賃貸借機器では、「平成１１年度から平成１７年度」３３品（賃

貸借機器に占める割合１７.６％）、６億８,９０８万２千円（同 

１２.３％）、「平成１８年度以降」１５４品（同８２.４％）、４９億 

２８９万２千円（同８７.７％）であった。 

 

  イ 導入目的 

 導入目的では、「事業の推進」が８１２品（８８.８％）であり、「事

務の効率化」が８４品（９.２％）、「県民サービスの向上」が８品 

（０.９％）となっている。 

 また、「事業の推進」としたものでは、「医療用」が２７５品、「教育・

研修用」が２６０品、「試験・研究用」が１８４品となっている。 

 

  ウ 銘柄選定数 

 銘柄選定では、導入に当たって「１銘柄を指定したもの」が９０品 

（９.８％）であり、「２銘柄以上のもの」が２５６品（２８.０％）とな

っている。また、導入年度が古く「銘柄の選定数が不明なもの」が５６８

品（６２.２％）であった。 

「１銘柄に指定したもの」の理由については、「他と比べて特に優れてい

るため」が２８品（３１.１％）、「銘柄が一つしかない」が２０品 

（２２.２％）であった。 

 

  エ 賃貸借との比較及び賃貸借とした理由 

 購入により導入したもののうち、賃貸借との比較検討が行われたものは

３７品（５.１％）であった。 

 また、賃貸借により導入した理由としては、「機器の性能が日進月歩す

るため」が１５９品（８５.０％）、「購入する予算がない」１１品 

（５.９％）となっている。 

 

  オ 利用状況 

利用率は、０％のものが８８品（９.６％。災害対応用機器５品を含む。）、

０％超～２５％のものが４８品（５.３％）、２５％超～５０％のものが

２４品（２.６％）、５０％超～７５％のものが６７品（７.３％）、７５％

超のものが６８７品（７５.２％）となっている。 

利用率５０％以下のものは１６０品で、利用率が低い理由は「計画に反

して需要が少ない」が２４品、「機器が陳腐化している」が４９品、「操
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作員がいない（少ない）」が１４品となっている。 

 なお、利用率は、利用計画又は利用可能日数等に対する利用実績の割合

で算出している。 

     

  カ 導入効果 

 導入効果では、「あまり効果がなかった」１品（０.１％）、「ある程

度効果があった」が１２１品（１３.２％）、「十分に効果があった」が

７９１品（８６.６％）、「導入したばかりで未使用のため不明」が１品

（０.１％）となっている。 

  

  キ 保守点検委託料 

 保守点検委託料の年間支出額では、「５００千円以下」１８品（２.０％）、

「５００千円超～１,０００千円以下」２８品（３.１％）、「１,０００

千円超」８６品（９.４％）であり、支出のない機器が７８２品（８５.５％）

であった。 

 

  ク 修繕費 

 修繕費では、年間の修繕回数が「１回」８３品（９.１％）、「２回」

３７品（４.１％）、「３回以上」４７品（５.１％）であり、全く修繕を

行っていない機器が７４７品（８１.７％）であった。 

 また、年間修繕費の支出については、「１００千円以下」３７品 

（４.０％）、「１００千円超～５００千円以下」５４品（５.９％）、 

「５００千円超」５１品（５.６％）であり、支出のない機器が７７２品

（８４.５％）であった。 

 

  ケ 更新計画 

 更新計画については、「有」５０３品（５５.０％）、「無」４１１品

（４５.０％）であった。 

 また、更新計画が有の場合の更新年度については、「平成２３年度」 

７２品（１４.３％）、「平成２４年度以降」３８３品（７６.２％）、「そ

の他」４８品（９.５％）であった。 

 



11 
 

 

調 査 結 果 集 計 表  表 － ３ 

１ 導 入 年 度 別 件 数 及 び 金 額       （単 位  件 、千 円 ） 

  昭 和 ６３年 度 以 前  平 成 元 年 度 ～ １０年 度  平 成 １１年 度 ～ 17 年 度  平 成 １８年 度 以 降  

  割 合   割 合   割 合   割 合  

 購 入 等  件 数  69 9.5% 275 37.8% 223 30.7% 160 22.0% 

 金 額  1,334,011 6.2% 7 ,598,344 35.0% 8 ,693,876 40.1% 4 ,050,697 18.7% 

 賃 貸 借  件 数  0 0.0% 0 0 .0% 33 17.6% 154 82.4% 

 金 額  0 0.0% 0 0 .0% 689,082 12.3% 4 ,902,892 87.7% 

         

２  設 置 保 管 場 所          

 所 管 課 所 の 管 理 施 設 内  他 の 県 有 施 設  県 有 施 設 以 外      

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合      

 810 88.6% 103 11.3% 1 0 .1%     

          

３  導 入 目 的           

 (1)事 業 の 推 進  (2)事 務 の 効 率 化  (3)県 民 サ ー ビ ス の 向 上  (4)そ の 他    

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合    

 812 88.8% 84 9 .2% 8 0 .9% 10 1 .1%   

 (1)の 事 業 の 内 容          

 試 験 ・研 究 用  医 療 用  教 育 ・研 修 用  そ の 他    

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合    

 184 22.7% 275 33.9% 260 32.0% 93 11.4%   

         

４  銘 柄 選 定 数          

 (1)１銘 柄  (2)２銘 柄 以 上  (3)不 明     

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合      

 90 9 .8% 256 28.0% 568 62.2%     

 (1)の 場 合 の 理 由          

 銘 柄 が 一 つ し か な い  他 と比 べ 優 れ て い る  そ の 他      

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合      

 20 22.2% 28 31.1% 42 46.7%     

         

５  賃 貸 借 とした 理 由          

 機 器 の 性 能 が 日 進 月 歩  購 入 す る 予 算 が な い  短 期 間 の 使 用 の た め  そ の 他    

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合    

 159 85.0% 11 5 .9% 1 0 .5% 16 8 .6%   

       

6 購 入 時 に お け る 賃 貸 借 の 可 能 性 の 検 討        

 検 討 して い な い  検 討 した  無 回 答      

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合      

 476 65.5% 37 5 .1% 214 29.4%     
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7 利 用 状 況           

 0% 0％ 超 ～ 25％  25％ 超 ～ 50％  50％ 超 ～ 75％  75％ 超  

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  

 88 9.6% 48 5 .3% 24 2 .6% 67 7 .3% 687 75.2% 

 利 用 率 が 50％ 以 下 の 場 合 の 理 由         

 計 画 に 反 し需 要 少 な い  機 器 が 陳 腐 化 して い る  操 作 員 が い な い (少 な い ) そ の 他    

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合    

 24 15.0% 49 30.6% 14 8 .8% 73 45.6%   

 利 用 状 況 の 記 録 （全 体 ）    Ｈ２２の 使 用 実 績     

 記 録 あ り 記 録 な し   使 用 実 績 あ り 使 用 実 績 な し   

 件 数  割 合  件 数  割 合   件 数  割 合  件 数  割 合   

 591 64.7% 323 35.3%  810 88.6% 104 11.4%  

 利 用 状 況 の 記 録 （利 用 率 50％ 以 下 ）        

 記 録 あ り 記 録 な し        

 件 数  割 合  件 数  割 合    災 害 用  学 科 の 廃 科  

 74 46.2% 86 53.8%   件 数  割合 件 数  割 合  

 利 用 率 が 0％ の 場 合 の 理 由 （複 数 回 答 ）   5 5 .7% 4 4 .5% 

 故 障  陳 腐 化  必 要 性 の 低 下  研 究 ・事 業 の 終 了  操 作 員 の 退 職  

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  

 24 27.3% 55 62.5% 27 30.7% 23 26.1% 7 8 .0% 

        

８  導 入 の 効 果         

 ほ とん ど 効 果 な し  あ ま り効 果 な し  あ る 程 度 効 果 あ り 十 分 に 効 果 あ り 不 明 （未 使 用 の た め ） 

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  

 0 0.0% 1 0 .1% 121 13.2% 791 86.6% 1 0 .1% 

９  保 守 点 検 委 託 料 （年 額 ：千 円 ）        

 0 ～ 500 ～ 1000 1000 超    

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合    

 782 85.5% 18 2 .0% 28 3 .1% 86 9 .4%   

10 修 繕           

 回 数           

 0 1 2 3 以 上    

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合    

 747 81.7% 83 9 .1% 37 4 .1% 47 5 .1%   

 金 額 （年 額 ：千 円 ）         

 0 ～ 100 100 超 ～ 500 500 超    

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合    

 772 84.5% 37 4 .0% 54 5 .9% 51 5 .6%   

11 備 品 出 納 簿 へ の 記 載     セ ット品 の 機 器 内 訳 の 記 載 （利 用 率 50%以 下 ）  

 あ り な し  あ り な し  

 件 数  割 合  件 数  割 合   件 数  割 合  件 数  割 合   

 907 99.2% 7 0 .8%  43 50.0% 43 50.0%  

12 更 新 計 画           

 有  無        

 件 数  割 合  件 数  割 合        

 503 55.0% 411 45.0%       

 有 の 場 合 の 更 新 年 度          

 平 成 23 年 度  平 成 24 年 度 以 降  そ の 他      

 件 数  割 合  件 数  割 合  件 数  割 合      

 72 14.3% 383 76.2% 48 9 .5%     



13 
 

（３）監査所見 

 

  ア 選定及び導入方法 

   (a) 導入目的、必要性の検討について 

 導入目的、必要性の検討は、予算要求過程において、各課所あるいは

必要に応じて各部局レベルで行われている。 

 しかしながら、県民ニーズとのミスマッチにより導入当初からあまり

利用されていない機器や、導入時においてこそニーズが高かったものの

短期間で利用率が低下した機器があった。 

    （事例） 

・ 導入当初から利用率が１０％以下の県民貸与用の機器 
・ 特定の大規模なイベントのために導入し数回使用した後、全く使用

されていない機器 
 

   (b) 機種の選定について 

導入に当たっては、原則として２銘柄以上を選定し、概ね競争性が確

保されていると認められた。 

また、１銘柄を指定した事例においては、各部局の物品銘柄選定検討

委員会への付議などの手続が概ね適切に行われているものと認められ

た。 

 

   (c) 導入方法の検討について 

「購入」した機器においては、「賃貸借」の可能性を検討していない

ものが９０％を超えており、購入と賃貸借の比較検討は十分には行われ

ていない状況が認められた。 

また、導入方法を「賃貸借」とした機器においては、その理由を「機

器の性能が日進月歩」であるためとしているものが約８５％であった。

一方、「購入する予算がない」ためとしているものが約６％あり、一部

に機器の特性以外の理由で「賃貸借」が選択されているものが認められ

た。 

 

  イ 利用状況 

   (a) 利用率が低い機器について 

大半の機器については、利用率が高く有効に活用されていると認めら

れた。 

しかしながら、利用率が５０％以下にとどまっている機器が１６０品
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（約１８％）あった。 

利用率が低い理由としては、「機器の陳腐化や需要が少ない」、「操

作員がいない（又は少ない）」などが上げられ、以下のような事例が見

受けられた。 

    （事例） 

・ コンピューター機器のＯＳが古く利用率が低くなっている機器 
・ 当時の社会的問題に対応するため試験研究機関で導入したが、一定

期間で問題が終息し必要性が薄れた機器 
・ 試験研究機関において研究目的で導入し、研究終了後は企業への機

器開放や受託研究などに目的を代えて利用しているものの、利用率が

低くなっている機器 
・ 操作員が退職や人事異動による転出をした後の補充がなく利用率が

低くなっている機器 
 

     (b) 未稼働、遊休となっている機器について 

平成２１年度の利用実績が全くない機器は８８品で全体の約１０％ 

（取得価格合計：約１８億円）であった。 

利用がない理由としては、機器の陳腐化、必要性の低下、故障、研究

や事業の終了などであり、以下のような事例が見受けられた。 

また、機器の中には、導入時に想定した使用年数よりも短期間で遊休

状態となっている機器も見受けられた。 

    （事例） 

・ コンピューター機器のＯＳが古く利用できないもの 
・ 操作できる職員が人事異動等により欠けたため利用されていない機

器 
・ 大規模なイベントが終了した後、全く使用されていない機器 
・ 試験研究機関で、研究の終了により遊休状態となっている機器 
・ 高等学校の統廃合により、科目がなくなったために使用していない

機器 
・ 故障、陳腐化等により最近数年間全く使用されていないが、当該機

器を除去しなくても施設運営上支障がない等のため、処分等の事務処

理がされていないもの 
・ セット（一式）品で、一部に利用可能な物品があるため処分等の事

務処理をせずに、当該利用可能な物品のみを目的外で使用している機

器 
・ 機器が施設の一部となっており、当該機器の廃棄に当たり施設の取
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壊し等を要するため、処分経費が多額となることから廃棄できないも

の 
・ 処分経費が確保できないため廃棄できない機器 
 

   (c)  利用状況の記録について 

機器ごとに利用記録簿を備えるなど利用状況に関する記録について

は、約３５％が実施していなかった。また、利用率が低い（５０％以下）

機器に限ると約５４％が利用状況を記録していない状態であった。 

 

  ウ 導入目的の達成について 

導入の効果は、多くの機器で定量的に示すことが困難であり、その評価

は難しい。各課所では、自己評価でほとんどの機器について効果があった

としている。 

試験・研究機関においては、試験・研究用機器を用いて、各種の行政検

査実施のほか、企業による利用、特許権の取得あるいは研究成果の論文発

表も行われている。 

しかしながら、機器を導入したものの操作員の配置が十分でなく、期待

された効果を得られない機器も見受けられた。 

また、導入後一定期間は本来の機能を発揮し目的を達成したが、更新予

算がない等のため、機器が陳腐化したまま非効率な利用がなされ十分な効

果が得られていないものもあった。 

     

  エ 適正な管理について 

   (a)  財務規則等に基づく管理について 

一般会計等（特別会計（公営企業会計を除く。）を含む。）所管の機

器において、全ての機器が備品出納簿等へ記載されていた。 

賃貸借機器を固定資産としていない公営企業会計所管の機器において

は、購入機器については全て固定資産台帳に記載されていた。しかしな

がら、定期的な現物実査が一部実施されておらず、既に現物が廃棄処分

済みであるにもかかわらず、固定資産台帳には記載されたままの機器も

見受けられた。 

また、セット（一式）品について、備品出納簿等への記載が「一式」

とあるのみで、構成する機器の内訳が記載されていない事例が多数認め

られた。 
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   (b) 保管状況について 

平成２１年度に利用実績がない機器について、以下のような事例が見

受けられた。 

    （事例） 

・ 故障、陳腐化等により最近数年間全く使用されていないが、当該機

器を除去しなくても施設運営上支障がない等のため、処分等の事務処

理がされていないもの（再掲） 
・ 機器が施設の一部となっており、当該機器の廃棄に当たり施設の取

壊し等を要するため、処分経費が多額となることから廃棄できないも

の（再掲） 
・ 処分経費が確保できないため廃棄できない機器（再掲） 
・ 庁舎（学校）等のスペースを不用となった機器が占有し、施設の有

効活用の面で課題が認められたもの 
      
     (c) 点検、整備について 

点検、整備では、修繕費予算の確保を課題として挙げている課所があ

った。また、機器の老朽化・陳腐化に対応した計画的な更新を課題とし

ている課所も多く見受けられた。 
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２ 監査意見 

 

 （１）導入に際しての十分な検討について 

 

   ア 必要性、費用対効果について 

厳しい財政状況の下、限られた財源を有効に活用することが求められ

る。 

このため、機器導入に際しては、県民ニーズや事業内容等への適合性

を的確に見極めるとともに費用対効果を十分に吟味することが必要であ

る。 

また、社会環境の変化の趨勢を見据え、物理的な耐用年数のみならず

社会的な耐用年数を考慮した上で使用可能期間を設定するなど、計画外

の短期間に必要性が低下し利用されなくなるようなことがないようにす

る必要がある。 

   イ 導入方法について 

事業の内容や実施期間、機器の特性や使用期間を考慮し、経済性、効

率性の両面から、「購入」又は「賃貸借」をさらに慎重に検討されたい。

また、自ら機器を保有せず、業務を委託するなどの代替策も合わせて比

較検討する必要がある。 

 

 （２）機器の有効活用について 

 

   ア 計画的な更新について 

コンピューターの技術革新は著しく、数年でその機能は陳腐化してい

る。機器の機能を十分に発揮させるために、技術革新のスピード等を考

慮した計画的な更新を進める必要がある。  

   イ 運用体制の整備について 

試験研究機関等における機器の有効活用には、操作を行う職員体制が

重要である。機器の導入に当たっては、職員の操作技術の修得を含めた

運用体制の整備に留意する必要がある。 

   ウ 「遊休備品の登録・再利用」の制度化について 

現在、各課所で保有する遊休状態の備品の情報は、当該課所限りでの

把握と県庁ＬＡＮ上の「リサイクル掲示版」への任意の情報提供にとど

まっている。 

遊休備品の有効活用を一層推進するため、遊休備品の情報を全庁一元

的に集約し共有した上で、保管転換等により再利用を図る「遊休備品の
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登録・再利用」の制度化を検討する必要がある。 

   エ 利用状況に関する記録の徹底 

機器の効果的な活用を図る上で、利用実態の正確な把握は不可欠であ

る。利用促進を図る必要のある高額機器については、利用記録簿を備え

るなど適切な把握に努められたい。 
 
 

 （３）適正な管理について 

 

新たな公会計制度の整備が進む中、保有資産に関する情報を正確に記

録・管理することが必要である。より適切な物品管理の方法を検討された

い。 

 

   ア 現物実査の徹底について 

定期的な現物実査が実施されていないものが一部にあった。現物が廃

棄されている機器で台帳に記載されているものも見受けられた。期間を

定めて全庁統一的に総点検を行うなど、少なくとも年１回は現物実査が

実施されるよう徹底を図られたい。 

   イ セット（一式）品の管理方法の改善について 

セット（一式）品について、現行の財務規則では、機器の内訳までの

記載は義務付けていないが、「一式」のみの管理では機器の構成内容が

特定困難である。このため、個々の機器の現物実査や一部の亡失等の確

認が難しくなっている。個々の機器を補助簿に記録することなどを、財

務規則等に定める必要がある。     

   ウ 使用不能な備品の除却手続の制度化について 

現行の財務規則では、廃棄が物理的に困難なものや処分費用が確保で

きないものなど、使用できないが廃棄されないままとなっている機器

は、廃棄等処分を行うまでは県有備品に位置付ける取扱いとなってい

る。しかしながら、備品としての機能を喪失している機器については、

固定資産の適正な捕捉のためにも、実態に合わせて除却（現物を廃棄し

ないまま備品管理から除くこと。）する手続の制度化を検討されたい。 

    エ 処分等の適切な事務処理について 

故障等のために事実上使用不能となっている機器で特段の支障のない

ものは、財務規則に従って速やかに不用決定、処分等適切な事務処理を

されたい。 
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      オ 官公庁オークション等の活用について 

保有課所において「売り払いが可能」と判断している使用していない

機器の売払いに際しては、できるだけ有利な価格で行うため、インター

ネット上の官公庁オークション等の活用も検討されたい。  

 

 おわりに 

今回の行政監査は、「高額機器の管理及び活用の状況について」をテーマに

試験・研究用、医療用などの高額機器を管理する１４０機関を対象として、こ

れらの機器が県有財産として適正に管理されているか、有効に活用されている

かなどの視点から監査を実施した。 

その中で、機器の有効活用に向けた課題やより適切な物品管理の方法を検討

する必要性が認められた。関係部局にあっては、改善に向けて積極的な検討を

進められたい。 

最後に、厳しい財政状況にあって、職員一人ひとりが備品は県の貴重な財産

であることを改めて自覚し、機器の適切な管理や有効活用を図るよう期待する

ものである。 
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平成２２年度     行政監査調査票（高額機器の管理及び活用の状況） 

                           課所名              №   

１ 機器の名称：                          （     ） 

２ 購入、賃貸借の別：   ア 購入    イ 賃貸借 

３ 取得（使用開始）年月日：   昭・平    年  月  日 

４ 取得価格又は契約金額：                千円 

５ 設置保管場所：  

６ 導入目的：  ア 事業の推進 

（２つ以上も可） ａ 試験・研究用 ｂ 医療用 ｃ 教育・研修用 ｄ その他 

         イ 事務の効率化   ウ 県民サービスの向上 

         エ その他（                               ） 

６－２  導入の目的（必要性）及び想定した効果 
                                               

７ 銘柄選定数： ア １銘柄  イ ２銘柄以上 

７－２  アの場合の理由 

       ａ 銘柄が一つしかない   ｂ 他と比べ特に優れている 

       ｃ その他（                                 ） 

８ 賃貸借とした理由 

     ア 機器の性能が日進月歩する   イ 購入する予算がない 

     ウ 短期間の使用のため購入する必要がない 

     エ その他（                                   ） 

９ 購入時に賃貸借の可能性を検討したか 

     ア 検討していない 

     イ 検討した  ａ可能性なし 

             ｂ可能性あり（理由                        ） 

10 利用状況 利用率：     ％（利用実績（   ）／ａ 利用計画（   ）ｂ 利用可能数量（   ）） 

10-2  利用率が５０％以下の場合の理由 

      ａ 計画に反し需要が少ない   ｂ 機器が陳腐化している 

      ｃ 操作員がいない（少ない） 

      ｄ その他 

10-3  利用状況の記録       ア  有   ・   イ 無    

    H22 年度の使用実績     ア  有   ・   イ 無 

    （実績がない場合の理由：                                 ） 
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                             課所名              №  

11 導入の効果 

 ア ほとんど効果がなかった 

  （                                             ） 

 イ あまり効果がなかった 

  （                                             ） 

 ウ ある程度効果があった 

  （                                             ）    

 エ 十分に効果があった 

  （                                             ） 

12 保全管理（年間）  保守点検   委 託 料：              千円   

            修  繕   修繕回数：               回    

                   修 繕 費：              千円    
 

12-1 備品出納簿等への記載     ア  有   ・   イ 無 

   （賃貸借備品含む） 

13 更新の計画： ア 有（予定 ａ Ｈ２３年度  ｂ Ｈ２４年度以降）  イ 無  

14 利用上の問題点及び対応策（何でも結構ですから、できる限り記載してください。）  
                                             
                                             
                                             
                                             

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


